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論文
労働節約法則と『資本論』
杉原 四郎
I 
労働節約法則というのは，マルクスが『経済学批判要綱』の「貨幣に関する
章」の中で，「個々人にとってと同様に，社会全体にとってもまた，それが享楽
の面でも行動の面でもすべての面で発展することができるかどうかは，時間の
節約にかかっている。時間の経済，すべての経済は結局はそこに解消される。
……したがって時間の経済は，生産の種々な部門への労働時間の計画的配分と
同様に，依然として共同的生産の基礎となる第一の経済法則である。それはさ
らにはるかに高い程度においてさえ法則となるのだ」とのべている場合の「第一
の経済法則 (erstesokonomisches Gesetz)1)」のことである。マルクスによれば，
労働節約の法則は，労働配分の法則とともに，あらゆる社会体制に共通し，人
間の歴史を貫通する一般的な経済法則である。労働配分の法則が，一定の社会
的総労働時間を社会的欲求に応じて各生産部門に配分するのに対して，労働
節約の法則は，社会的総労働時間そのものを労働生産力の向上によって短縮し，
人間解放の根本条件たる自由時間2)を創造するのだから，このような長期的展
望に立った労働時間の配分であってはじめて真に適正な労働配分であるとすれ
ば，経済の領域と非経済の領域とまたがるこの労働節約の法則は，労働配分の
法則よりも一そう基本的な法則であり，経済の本質的課題に直結する法則だと
いってよいだろう。
なればこそマルクスは，『要網』の「資本に関する章」でも随処でこの法則に
ふれ，人類解放史上からみた資本主義経済の意義と限界の解明を，この法則に
1 
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てらしてのべているのである s)。マルクスが『経済学批判』の第2分冊のため
に1859年2-3月ごろに作成した第3章「資本」のプラン草案によれば，「資本
の生産過程」は 1)貨幣の資本への転化， 2)絶対的剰余価値， 3)相対的
剰余価値， 4)本源的蓄積，および5)賃労働と資本の 5部にわかれることに
なっており，最後の 5)賃労働と資本のところで，つまり「資本の生産過程」. . . . . . .. . . . . . . . . . .. . . . . .
を総括するところで「自己自身を止揚する資本主義的生産の制限，自由に処分．．． 
できる時間(Disposabletime)。労働自身が社会的なものに転化される。オーエ．．． 
ン。真実の経済 (WirklicheOkonomie)。労働時間の節約。だが対立的ではな
く」という問題がとりあげられるはずであった4)が，このことは労働節約法則
が当時のマルクスによってどんなに重要視されていたかを，あきらかにしめし
ていると考えてよいだろう。
ところでこの労働節約法則は，『資本論』ではどのようにとりあつかわれて
いるのだろうか。労働配分法則の方は， 1868年7月11日づけのクーゲルマンヘ
の有名な手紙5)が示しているように， 『資本論』刊行当時のマルクスにとって
も重要な基本的経済法則として認識されていたことはあきらかであり，事実
『資本論』第1部について見ても，たとえば第1章「商品」第4節「商品の物神. . . . . 
的性格とその秘密」の中で， 「たがいに独立に営まれながらしかも社会的分業. . . . . . . .. 
の自然発生的な諸環として全面的にたがいに依存しあう」商品生産社会の私的
諸労働が，価値法則の機能によって自然に「絶えずそれらの社会的に均衡のと
れた限度に還元される8)」ということが，他の社会における意識的計画的労働
配分との対比において説かれており，また第12章「分業とマニュファクチュア」
第4節「マニュファクチュア内の分業と社会内の分業」でも， 「社会がその処
理しうる全労働時間のうちからどれだけをそれぞれの特殊な商品種類の生産に
支出しうるかを商品の価値法則が決定する't)」所以がのぺられている。
ところが，労働節約法則の方にはこのような明確な叙述が『資本論』には
見あたらず，一見『要網』での問題意識は影をひそめてしまったように思われ
る。『要綱』段階ではなお古典派的な「実体」論的性格を色濃く残存せしめて
2 
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いたマルクス経済学は，『資本論』にいたってその本来の性格たる「形態」論
的性格を純化徹底させる方向へと大きく前進したというのが最近のわが国の有
力な一見解であるs)が，『要網』で強調されていた労働節約論や真の富ー自由
時間論は，マルクスによってむしろ克服されるべき実体論的側面にかかわる思
想であり，それゆえに形態規定を重視する『資本論』では理論体系の後景にし
りぞいてしまったのであろうか。
だが『資本論』とりわけその第1部を読んでゆくと，労働節約法則にてらし
て資本主義経済の特質にせまってゆくというマルクスの根本思想は決してうす
れることなく，より鮮明にその全篇をつらぬいているように私には思われる。
本稿はこうした観点から『資本論』第1部を見た場合にとくに重要と考えられ
る箇所のいくつかをとりあげて，『原資本論』ともいうべき『要網』での問題
意識が，『資本論』体系をささえているマルクスの根本思想たる労働疎外論に
つらなってゆくということを示唆したいと思う。
(1) Marx, K., G戊 ndrisseder Kritik der Politischen lJkonomie, Dietz Verlag, 
Berlin, 1953, S. 89. 労働時間節約の法則が，現在ドイツ民主共和国で理論的にも実
践的にもいかに重視されているかについては， Wlirteんuchder lJkonomie Soziali-
smusを紹介した私の一文を参照。本誌第17巻第4号 (1967,10月） pp.163-166。
(2) 「自由時間」 (diefreie Zeit)を，マルクスは，「個人の完全な発展のための時間」
であるが「またこの時間はそれ自身ふたたび最大の生産力として労働の生産力に反作
用をおよぼす」ものであり， 「それは余暇時間(dieM叫ezeit)であるとともにより
高度な活動にとっての時間でもある」とのべ，そうした自由時間をもつことによって
はじめて人間は真の人間として成長してゆくことができるということを，つぎのよう
に説いている。マルクスの人間観をしめすものとして注目に値いする文章であろう。
「自由時間は……いうまでもなくそういう時間を持っている者をある別の主体に転化
3 
するのであって，その場合彼はこうした別の主体として直接的生産過程にも入ってゆ
く。これこそはすなわち，成長しつつある人間についてみれば訓練 (Disziplin) で
あると同時に，成長した人間については実行 (Ausiibung),実験科学， 物質的に創
造的な，かつ自己を対象化する科学であって，この成長した人間の頭脳のなかに社会
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の蓄積された知識が存在する。両者にとって，労働が実践的な操作と自由な運動とを
必要とするかぎりでは，同時に体育 (exercise)である」。 Grundrisse,S. 599-600. 
ダヴィドフもまた『要綱』のこの部分に注目し，共産主義の経済学の天才的なスケッ
チがそこに見られるとしている．ダヴィドフ『自由と疎外』 (1962,ドイツ語訳1964),
藤野渉訳， 1967,pp. 191-193。
(3) 「資本の偉大な文明化作用」 (Grundrisse,S. 313)に関連した『要綱』の叙述を参
照。 s.75-76, 311ー 314,592-602. 
(4) Grundrisse, S. 969-974. この引用の最後の "nichtgegensatzlich"という点に
ついては，本稿 mで引用される『剰余価値学説史』の一文を参照。
(5) Marx, Werke, 32, 1965, S. 552-554. 
(6) Marx, K., Das Kapital. Bd. I. Dietz, 1953, S. 80 ; Werke, 23, S. 87. 
(7) ibid., Bd. I. S. 373, Werke, S. 377. 
(8) たとえば小林弥六氏によれば， 「古典学派と基本的には一致する実体規定を前提と
しつつ，形態論の設定をおこなおうとする努力は『網要』のきわめて顕著な特徴をな
す」（小林『経済学批判体系の生成』， 1967,p. 325)のであり，「『網要』は資本一般の
論理構成において実体規定を中心とする展開をおこなうとともに資本の生産過程に先
行する部分では流通形態論の構成をおこない，資本主義的生産の特殊な構成を明らか
にする方法を設定し，『経済学批判』， 『剰余価値学説史』を経て『資本論』にいたる
道をひらいたのである」（同上 pp,372-373)。商品・貨幣・資本に関する形態規定が
50年代のマルクスの努力によって1840年代にくらべて整備されたこと，さらにそれが
『資本論』段階で一層発展させられたことは事実である。だがそれと同時に1840年代の
労働疎外論が1850年代においていっそう具体化し，その内容を充実させてきたことも
重要であって，『要綱』ではこの両面の成果がまだ十分に理論体系として融合してい
なかったのが，『資本論』段階において剰余価値論を基軸にする見事な思想と科学の
総合に到達したのだった。小林氏は， 私が『マルクス経済学の形成』 (1964)などで
『要綱』の「真の富＝自由に処分しうる時間」論をとりあげている記述は「興味ふか
い」が，私が『要網』の貨幣論についてはほとんど述ぺていないという点を指摘し，
『要綱』における「貨幣論，資本形態論の展開……を無視しては労働疎外論の展開を
真に理解することはできない」と書いている（同上 p.254)が， 1850年代においてマ
ルクスの労働疎外論がとりわけ量的疎外の側面で大きく発展したことによってはじめ
て，氏等が強調するマルクス経済学の古典派的実体論からの脱却もまた可能になった
4 
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のではないか，と私には思われる。
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さきに見たように， 1859年における「資本の生産過程」のプラン草案では，
その最終章の「5)賃労働と資本」の中で労働節約法則がとりあげられる予定
であった。そしてそこで論じられるはずであった諸項目や，この節のおかれた
位置から見て，マルクスは，この法則がもつ人間解放にとっての意義にてらし
つつ，資本主義経済の特質を総括的に解明し，その止揚を通じての将来社会の
到来を展望する叙述をあたえるつもりであったろうと考えられる。『資本論』
第1部「資本の生産過程」の最終篇はしかし「賃労働と資本」ではなく，労働
節約法則でしめくくるという構想も変更され，資本蓄積の進行とともに，労働
疎外が質的にも量的にも深化しつつ，しかもその疎外を克服する主体的エネル
ギーが「資本主義的生産過程そのものの機構によって訓練され結合され組織さ
れる労働者階級」に蓄積されてゆく次第を総括した「資本主義的蓄積の歴史的
傾向」で実質的にしめくくられることになった1)。
この法則との関連で資本主義経済と将来社会との対比と前者から後者への推
移を説くまとまった叙述が現行『資本論』で見られるのは，第1部第5篇第15
章の末節と第3部第7篇第48章の一節とであろう。前者はマルクス経済学の理
論的中核たる剰余価値論の展開の最終篇にふくまれ，後者は『資本論』全三部
の最終篇に位置する。このように剰余価値論や全理論体系を総括する場所でこ
の法則についての説明があたえられているということは， 『資本論』において
もまた， 1859年プラン当時のマルクスの問題意識が依然としてもちつづけられ
ていたことを示すものであるといってもよいであろう。 『資本論』第3部第48
章の中の一節については他の機会にややくわしく考察した2) のでそれにゆず
り，、本稿では第1部第15章の叙述をとりあげることにしよう。
そのまえにまず価値論について一瞥しておかなければならない。周知のよう
に，マルクスの価値論によれば，商品価値の実体は，商品に対象化された抽象
5 
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的人間的労働であり，その大きさを規定するものは，社会的必要労働時間であ
る。ところで労働力という商品の価値は労働者の生活に必要な生活資料の価値
の合計であり，それだけの価値を生み出すに必要な抽象的人間的労働の時間を
必要労働時間という。このように社会的必要労働時間という語が，ー商品の生
産のために一般に社会的に必要な労働時間を意味し，必要労働時間という語が
労働力という特殊な商品の生産のために必要な労働時間という意味であるとす
れば，「同じ術語を違った意味で使用する3)」ことになるという点に注意しな
ければならないが，ーそう大切なことは，この両者の関連をつかむことによっ
てはじめて，マルクスの価値論の本質的な意義が明らかになり，労働節約法則
の重要性も理解しうるということである。
すなわち，個々の必要生活資料の価値は直接に，それを生産するに必要な個
々の生産手段の価値は間接に，「労働力の価値の一可除部分をなしている4)」
のだから，労働力の価値に関係ある商品の社会的必要労働時間の変動は，労働
カの価値の変動を媒介として必要労働時間の変動を結果する。たとえば必要生
活資料やその生産のための生産手段やの生産部門における労働生産力の向上の
結果としてそれぞれの商品の価値が低下したとすれば， 「かの種々の特殊な生
産部門のすべてにおける［社会的必要］労働時間の短縮の総計」だけ必要労働時
間が短縮される5)ことになる。ところが必要労働時間中に支出される労働すな
わち必要労働は，労働者の「労働の社会的形態にかかわりなく必要である6)」と
いわれるように，人間生活の本質的構造にかかわる歴史貫通的な意味で必要な
のであり，「人間的発展の場」としての時間7)の中に必要労働時間がどれだけの
分量をしめるかということは，剰余労働時間や自由時間との関連において当然
重要な問題となる。こうして個々の商品の価値の大きさを規定する社会的必要
労働時間という概念は，必要労働時間というもう一つの概念との関連において-はじめて，それのもつ経済本質論的含蓄をあらわにするといってよいであろう。
価値論と経済本質論とのこうした関連をしめすマルクスの叙述として注目す
べき一節が『資本論』第1部第1篇第1章第4節「商品の物神的性格とその秘
6 
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密」のなかにある。すなわちマルクスはその節で，商品の神秘的な性格はその
使用価値からはでてこないし，また価値規定の内容からも生じない，それはま． 
さに労働生産物の商品形態そのものから生じるのだということをのべているの
だが，それが価値規定の内容からも生じないという理由について，つぎのよう
に書いているのである。
「なぜならば，第一に，種々の有用的労働または生産的活動がどんなに違っ． 
ていようとも，それらが人間有機体の諸機能であるということ，そしてこのよ
うな機能は，その内容とその形態がどうであろうと，すべて本質的には人間の． 
脳，神経，筋肉，感官などの支出であるということは，一つの生理学的真理で
あるからである。第二に，価値量の規定の根底にあるもの，すなわちそれらの
支出の紐紐向簡，または労働の量についていえば，労働の量は感覚的にも労働
の質から区別されうるものである。どんな状態のもとでも，生活手段の生産に． 
費やされる労働時間は，人間の関心事でなければならなかった。といっても発
展段階の相違によって一様ではないが。最後に，人間がなにかの仕方で相互の．． 
ために労働するようになれば，彼らの労働もまた社会的な形態をもつことにな
るのである 8)」。
ここであげられている三つの理由は，人間の労働のもつ基本的性格の諸側面
を指摘したものとしていずれも重要であるが，われわれにとってとりわけ大切
なのは第二の論点であって，抽象的人間的労働の量的支出という点で先ず問題
となるのは，前述の概念をつかえば必要労働時間であり，この必要労働時間に
対する人間の関心は時代と社会の如何をとわずもちつづけられてきたという
ことを，彼は「価値量の規定の根底にあるもの」との関連において強調してい
るのである。商品一つ一つの価値量の認識の底に横たわっている人間の基本的
関心がどこにあるかということを，この文章は明確にすることによって，価値
論と経済本質論とのつながりを示しているといってよいだろう。
このように労働の支出を必要労働と関連させて考えることによって，労働が
人間にとって生活するために支出しなければならない本源的費用であるという
7 
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こと9), したがって費用としての労働を節約することが経済の本質的課題とな
るということが明らかとなるであろう。労働の生産力の向上による必要労働時
間の短縮は，それだけ人間に自由時間を確保する余地を多くするのであり．人間
の能力の多面的開発の可能性を多くする。ところが「富とは，偏狭なプルジョ
ア的形態を一皮むけば，普遍的な交換によってつくり出される個人の欲望，能
ヵ，享楽，生産力などの普遍性……人間の創造的素質の絶対的創出」10)なのだ
から，もし逆になんらかの事情ですべての労働の生産力がおなじ程度で減少 ＇ 
し，その結果すべての商品の社会的必要労働時間が等しい比率で増大したとす
れば，「すぺての商品の価値は増加し………，〔したがって必要労働時間は増大
し，したがって〕社会の真の富 (derwirkliche Reichtum der Gesellschaft)は
減少するであろう11)」。
この真の富をうみ出す自由時間の創造のために支払われなければならない費
用が労働であり，その費用の中の基本的なものが必要労働である。『資本論』
第3部第48章にでてくる「労働日の短縮が〔人間の真の解放のための〕根本的
条件である」という命題12)も，こうしたマルクスの思想からみちびき出される
のだが，労働日の短縮を可能ならしめる諸事情を，剰余価値論との関連におい
て考察したのが，つぎにとりあげる『資本論』第1部第15章の一節なのである。
(1) Das Kapital, Bd. I. S. 801-804, Werke, S. 789-791. なお『資本論』初版 (18
67)における第六章「資本の蓄積過程」の形成過程については，杉原「1866年1月一
1867年9月」，（経済学史学会編『「資本論」の成立』 1967,所収）を参照。
(2) 杉原「労働疎外論と『資本論』」，『思想』（岩波書店） 1967年5月号を参照。
(3) Das Kapital, Bd. I, S. 225, Werke, S. 231. 
(4) ibid., S. 331, Werke, S. 335, 
(5) ebenda. 
(6) iぶ'd,S. 225, Werke, S. 231. 
(7) "Time is the room of human development." Marx, Value, Price and Profit 
: Adressed to working呻 n.ed. E. Marx Aveling. 1898, p. 80. cf, Werke 16, 
s. 14. 
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(8) Das Kapitat, Bd. I, S. 7, Werke, S. 85-86. 
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(9) 労働の費用的性格についてはつぎの諸著を参照。杉原『マルクス経済学の形成』，
pp. 125-127。杉原• 佐藤共編『マルクス経済学』， 1966,pp. 4-7。
UOl Marx, Grundrisse der Kritik der politisc知 Okonomie,1953, S. 387. 
Ul Marx, Kritik der politisc加nOkonomie, Werke, 13, S. 27-28. 
四 DasKapital, Bd. II. S. 874, Werke, S. 828. 
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『資本論』第1部第15章「労働力の価格と剰余価値との量的変動」は，価値
・価格一致（労働力については価値以上の価格でもよい）という前提のもとで
は，この二つの分量の相対的な大きさが，つぎの三つの要因，すなわち（イ）労働
日，（口）労働の強度およびり労働の生産力のそれぞれの量的変動のさまざまな組
み合せによって規定されるとして，この三要因の主要な組み合せをとりあげ，
4節にわけて論じている。このうち重要なのは，．利潤と労賃との関係について
のリカードウの所説を吟味した第1節と第4節の前半，および「労働の強度と
生産力とが増大して同時に労働日が短縮される場合」という， リカードウにと
ってはおよそ考えつかれなかったような丸また事実資本主義体制のもとでは
その実現がなかなかむつかしいようなケースをあえてもち出して，資本主義体
制の本質をこの体制が止揚された後の状態との対比においてあきらかにしよう
とする，第4節の後半とであろう。
この後半の部分をとりあげる前に，労働日という概念について若干のことを
のべておかなくてはならない。第1に，労働日は賃労働者から資本に販売され
た労働力が実際に資本によって一日の間に消費される時間，つまり労働者が資
本の指揮監督のもとで労働する時間であるが，賃労働者が労働力を資本に売り
ながら奴隷ならぬ自由人でありつづけるためには「つねに一定の時間を限って
労働力を売ることを必要とする2)」という意味において，賃労働者にとって労
働日は量的に確定されていなくてはならない。
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第2に労働日の中には必要労働時間（＝支払労働時間）とそれを超過する部
分である剰余労働時間（＝不払労働時間）との二つの部分からなっているが，
これは理論的分析による範疇検出の結果としてはじめてあきらかになることで
あって，実際はこの二つの部分が知覚されないかたちで一労働日の中にいわ． 
ばこみで存在しておりa),労働は全部が支払労働という等質物として現象す
る4)。この二つの性質をもったものとしては，労働日は賃労働独自の，したが
って資本主義特有の概念である。
だが第 3に，必要労働時間も剰余労働時間も，ある意味では資本主義体制に
限った概念ではなく，いかなる社会においても存在する人間の労働の本質的な
二つの部分であるから，この二部分を合計した労働の総量を一日単位で示すも
のとして労働日という表現を用いるなら，労働者一人にとってのものであれ社
会全体にとってのもの（「社会的労働日」5))であれ，それは歴史貫通的な概念と
なるであろう。マルクスの場合第一次的には労働日は特殊資本主義的概念とし
て規定されているが，類比的により広い意味で用いられる場合もないではない
のである。以下でとりあげる『資本論』の箇所は，資本主義の特質を資本主義
を超えたところから照し出そうという視角で書かれているのだから，労働日と
いう術語も，歴史貫通的な意味で用いられており，それと同時に，労働時間の
量的変動が単にそれとしてではなく，人間の全生活時間との関連において考察
されている点が，この第15章の他の箇所とことなっているということを，まず
最初に指摘しておきたい。
第15章第4節の(2)は， 「労働の強度と生産力とが増大して同時に労働日が短
縮される場合」6)を，とりあげるのだが，「同時に」ということがこの場合のボ
イントである。というのは，労働の強度や生産力が増大したあとでその結果と
して労働日の短縮が実現されるか，あるいは労働日の短縮の効果をうめあわせ
るものとしてそのあとにつづいて労働の強度や生産力の向上がはかられるとか
いったケースは，資本主義のもとで現実に起りうるものとしてすでに第 3節で
考察ずみだからである7)。
10 
労働節約法則と『資本論』 （杉原） 683 
それでは労働の強度や生産力の増大と労働日の短縮とが資本主義のもとでは
たして「同時に」おこりうるであろうか。絶対におこりえないとはいえないに
しても，起ることはきわめて困難だろうというのがマルクスの相対的剰余価値
論から出てくる結論ではなかろうか。『資本論』第4篇第10章「相対的剰余価. . . . . 
値の生産」の末尾にいう． 「労働の生産力の発展による労働の節約は，資本主. .. . . . 
義的生産では決して労働日の短縮を目的とするものではない。それはただ，ぁ
．．．．．．． 
る一定の商品量の生産に必要な労働時間の短縮を目的とするだけである。……. . . . . . 
労働の生産力の発展は，資本主義的生産の範囲内では，労働者が自分自身のた. . . . . . . . . . . . . . .. . . . .. . . 
めに労働しなければならない労働日部分を短縮して，まさにそうすることによ. . .. . . . . . . .. . . . . . . . . . . . . . . . . 
って，労働者が資本家のために無償で労働しうる残りの労働日部分を延長する
ことを目的とする8)」。 このように資本主義のもとでは起りそうもない「同時
に」というこの組み合せを，マルクスがあえて「重要な場合」の一つとして第
15章の最後にとりあげたのは，こういう組み合せの可能性を資本主義は生み出
しながらそれを現実性に転ずることは本性上なしえないということをここでク
ローズアップしておくことをもって，『資本論』体系の最終的な総括のところ
で，人類解放の基本的条件としての労働日短縮という視角から，もう一度問題
をとりあげるための布石たらしめようとする意図ではなかったか。そう考える
ことによってはじめて，この部分の意義が理解できるし，また労働節約法則の
『資本論』にとっての重要性が明らかになるであろうと私には思われる。
(2)の場合についてのマルクスの説明は三つのパラグラフよりなる。彼は第
1に，労働の生産力と強度の増大は労働日の中の必要労働時間の部分を短縮
するが，一労働日がこの「絶対的な最小限界」にまで収縮することは「資本の
支配する体制のもとではあり得ない」ということを，「資本主義的生産形態の
廃止」後の社会での事情との対比においてあきらかにし9), 第2に． 「社会的
に見れば，労働の生産性は労働の節約一この節約には生産手段の節約10)の
みならずあらゆる無用な労働の回避が含まれる一につれても増大する」
が，資本主義的生産様式は事業内部では節約を強要しつつ社会全体としては多
11 
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くの無駄と浪費を生み出すことを指摘する11)。そして第31こ， 労働の強度と
生産力とが与えられているなら，社会成員に均等に労働を負担させるという．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
「労働の一般化」がすすめばすすむほど， 「社会的労働日のうちの物質的生産. . . . . .
に必要な部分はますます短くなり，したがって，個人の自由な精神的および社
会的活動のために獲得される時間部分はますます大きくなる」のだが， 「資本
主義一社会では，一階級のための自由な時間が，大衆の全生活時間の労働時間へ
の転化によって生みだされる」とのべ，人間の極端な量的疎外の必然性を強調
している。『剰余価値学説史』の中のつぎの一文は，この『資本論』第1部第15
章の結語につづけて読まれるべきものであろう。
「労働者階級がその支柱としてのみ奉仕しているところの階級において人間
的（社会的）能力が自由に発展することができるためには，労働者大衆は，彼
等の時間の主人ではなく，彼等の欲求の奴隷であることが必要である。他の階
級が人間の発展の側面を代表するために，労働者階級の方は発展からとりのこ
された側面を代表することになる。 これはまさに，市民社会がその中で発展
し，従来のすべての社会が発展してきたところの対立であり，現体制の絶対的．． 
な合理化を要求する立場からは必然的な法則と見なされるところの対立なので
ある12)」。
(1) 「リカードウは労働日の長さの変動にも労働の強度の変動にも気がつかないので，彼
にあっては労働の生産性がおのずから唯一の可変要因になる」。 DasKapital, Bd. I, 
S. 548, Werke, S. 546. cf. ibid., S, 553-554, Werke, S. 550-551. 
(2) Das Kapital, Bd. I. S. 175, Werke, S. 182. 
(3) 内田義彦『資本論の世界』， 1966,pp. 143-144を参照。
(4) Das Kapital, Bd. I. S. 565, Werke, S. 562. 
(5) 「一社会の総資本によって毎日働かされる労働は，一つの単一労働日とみなされる
ことができる。たとえば，労働者の数が 100万で，労働者1人の平均労働日が10時間
だとすれば，社会的労働日は 1000万時間から成っていることになる」。 ibid.,S. 322, 
Werke, S. 325. 
(6) 第4節の標題が「労働の持続，生産力， 強度が同時に変動する場合」となってい
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て，第1-3節の標題のように「労働日」という表現がつかわれてはいないという点
が目にとまるが，本文の中では他の節と同様「労働日」が用いられている。
(7) ih払 S.550-551, Werke, S. 548-549. 
(8) ibid., S. 336, Werke, S. 339-340. 
(9) この第 1バラグラフの叙述では，将来社会では剰余労働が消滅し，労働日が必要労
働だけに限定されるようになるとなっている。ソ連の『経済学教科書』初版(1954)で
は，•スクーリン論文の指示（スクーリン『ソ連における社会主義の経済的諸問題』 1952,
邦訳国民文庫版， 1953,p. 25)もあって，社会主義において必要労働と剰余労働と
にかわるべき概念として， 「自分のための労働」と「他人のための労働」とがもちい
られた（邦訳合同出版社版， 1955,pp. 686-687. ソビエト研究者協会経済学部会『経
済学教科書講義・社会主義経済学』，青木書店， 1956,pp. 279-281をも参照）が，
スクーリン批判後の改訂第3版 (1960)では．『資本論』第3部第48章の叙述 (Das
Kapital, Bd. II. S. 872, Werke, S. 827)を典拠として．「社会主義社会でも労働は
必要労働と剰余労働とにわかれる」とされるにいたった（邦訳合同出版社， 1959,
pp. 690-691)。『資本論』第1部第15章での叙述と第3部第48章との叙述とのちがい
をどう考えるかについては，杉原『ミルとマルクス』， 1957,pp. 142-143を参照。
(10) 生産手段の節約の意義について，『資本論』の別の箇所でマルクスは，労働力の価
値の低下（つまり必要労働時間の短縮）に関連させてこれを重視している。 D⑬ 
Kapital, Bd. I. S. 340, Werke, S. 344. 
(l) この第2バラグラフの説明をいわば下敷きとして社会主義経済の特質をのべたの
が，ソ連『経済学教科書』初版の第3篇第30章「社会主義のもとでの社会的労働」｀の
中の「労働生産性のたえまない増大は社会主義の経済法則である」という節の第3バ
ラグラフである。前掲邦訳 pp.748ー 749を参照。なおソ連の社会における自由時間
の現状については．オシーボフ編『ソヴエト社会学』(1966)第4篇「労働および余暇の
社会的諸問題」所収の諸論文（田中清助訳．第2分冊， 19町， pp.553-598)を参照．
四 Marx,T. 細 r佃ヽherd,孤 Me加oert,Teil 3. Dietz, 1962, S. 93-94. 邦訳，改
造社版マルクス・エンゲルス全集第11巻， 1929,p. 120. 
IV 
数ある『資本論』の解説書のどれを見ても，第1部第15章については簡単に
あっかわれているが，その中でこの部分に比較的くわしい注解をあたえている
13 
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のが河上肇の『資本論入門』 (1932)である。とりわけ河上はわれわれが問題
にした第4節第(2)を，「現在のソビエト連邦では， まさにかくの如き変化の組
合せが起りつつある1)」と書きはじめて，二つのパラグラフをそれぞれかなり
長く注をつけて解説し，その後で「第15章の最後は，広く知られている次の章
句をもって結ばれている」として第3バラグラフを全文引用しているが，つづ
けて「私は序に第 3巻の終りにある次の章句をここに引用しておこう」との
ベ，『資本論』第3部第48章から， 「与えられたる諸欲望の規準以上に出づる
労働としての剰余労働...:..般は常に存在せねばならぬ。………だがそれ〔自由の
王国〕は，その土台としての必然の領域のうえにのみ開花しうる」という長文
を引用している。
そして河上は，この引用文を三つに区切り， それぞれに「資本の歴史的使
命」，「新たなる社会の成立のための物質的諸条件の準備」，「自由の王国および
必然の領域」という見出しをつけるとともに，引用文の中に自注を挿入してい
るが，たとえば「自己目的として値する人間的な力の発展，真の自由の王国」
について，「先き．に引用した章句〔すなわち『資本論』第1部第15章第4節(2)
の第3バラグラフー一杉原〕の中の言葉を用いれば『各個人の自由なる・精神
的および社会的の・活動のために獲得される部分の時間』が，すなわちこの
『真の自由の王国』に属するのである」という注解をあたえている2)。 『資本
論』の二つの箇所の関連を指摘したものとして興味ふかい。
このような河上のアプローチの底には，彼が経済学の研究に志して以来もち
つづけてきた労働観がよこたわっているように思われる。他の機会にのべた8)
ように，彼は初期の著作以来一貫して労働時間短縮の人間にとっての意義を強
調しているのであって，たとえば『経済と人生』 (1911)第二編「経済上の理
想社会」において，河上は，経済社会の理想はその自滅すなわち労働の遊戯化
にありとのべ，その方法として労働時間の短縮と労働の種類の選択との二つを
あげ，さらに労働時間短縮の方策として，機械や分業の発達による生産力の向
上と，労働の分坦の一般化との二つを指摘している4)が，このような問題意識
14 
労働節約法則と『資本論』 （杉原） 687 
をもっていた彼が『資本論』の当該箇所に遭遇した場合，とくに深い共感をお
ぽえたとしても不思議ではないだろう。そしてこの場合想起されるのは，櫛田
民蔵によって「価値人類犠牲説」と名づけられ，それが小プルジョア的観念論
的性格をもつものとしてきびしく批判された5)河上の価値論理解である。
彼によれば，マルクスのいわゆる価値の「本体は何かというに，それは簡単
に言えば，人類全体の立場から見た費用価値 (cost-value)のことである」が，
物の獲得のために必要とされる犠牲は，これを人間の立場から見れば，窮極に
おいて人間労働の支出に帰するのだから，「広く人間としての立場から観念さ
れた経済価値……は，結局之が生産のため社会的に（人類的に）必要とされる
人間労働の分量によって定まると見るの他はない6)」ことになる。このような
河上の主張は，商品の価値の「本性」， マルクスの言葉でいえば「価値量の規
定の根底にあるもの」は何かという点をとりあげたものとすれば，正当なもの
であるといわなければならない。彼は商品価値は特定の生産関係を前提として
はじめてなり立つ歴史的概念だという櫛田の批判をうけ入れ7)ながらも，な
お櫛田に対して，「価値は労働と同じく，労働が社会化されているあらゆる社
会の一般的範疇に属するものではあるまいか？この一般的範疇に属するものが． 
資本主義の社会では商品価値として出て来るのではあるまいか？なお何故価値. .. . . . . . 
が労働と関連するかと言えば， やはりそれが社会の（人類のというのは人間のと． 
か当該社会のとかいう意味に解して下さい）犠牲であるからではあるまいか？それ．．． 
が社会の犠牲だから価値と連絡しなければならぬというのは，私が主張する道
徳的要求ではなくて，事実の説明をしたものと解釈するわけに行かぬでしよう
か?s)」という疑問を提示せざるをえなかったのも当然であった。
河上としては，彼の経済本質論とむすびついた価値論解釈の基本的問題意識
をその『資本論』研究で清算すべきではなく，一方では一般的範疇に属する費
用価値を労働配分法則や労働節約法則との関連においてより具体的に展開す
るとともに，他方ではその費用価値が資本主義において商品価値に現象する過
程をより精確に追求すべきであったろう。河上を批判した櫛田もまた，・価値の
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形式に関するいわゆる価値法則の他に，価値の内容に関する自然法則としての
労働支出法則のことを，マルクスやクーゲルマンヘの手紙や青年エンゲルスの
「経済学批判大綱」やを引用しつつのべてはいる9)が，労働配分法則や労働節
約法則へと具体化すべき労働支出法則の思想的意義の究明や，その究明と相ま
って価値の内容と形式との関連をほり下げてゆこうとする問題意識は櫛田には
うかがえない。むしろ経済の根本問題の中核にはじめから労働本質論をおいて
考えていた河上が，もし『経済学・哲学手稿』や『経済学批判要綱』などの新
資料の活用を通じ，さらに社会主義経済の現実の発展をふまえた上でマルクス
経済学のより体系的総合的な検討をおこないつつ，『資本論』の解説を書くこと
ができたとしたら，『資本論』体系をつらぬくマルクスの根本思想として労働
疎外論があるということ，そして労働の量的疎外との関連において大きくクロ
ーズアップされるのが労働節約の法則であるということに想到して，上述の二
つの課題の解決にむかっていったのではなかろうか10)。 現実にはしかしこの
解決は，われわれ後進のものにのこされることになったのである11)。
(1) 河上肇『資本論入門』，河上硲著作集第5巻 (1965),p. 296。
(2) 同上， p.301。
(3) 杉原「河上蜜博士の労働観」，『経済評論』 1956, 2月号，（末川博編『河上肇研究』
筑摩書房， 1965所収）を参照。
(4) 河上『経済と人生』， pp.87-108, 河上肇著作集第8巻， 1964,pp.104-109。
(5) 櫛田民蔵「マルクスの価値概念に関する一考察ー一栢河上博士の『価値人類犠牲説』
に関する若千の疑問ー一」， 1925,櫛田民蔵全集第2巻『価値及貨幣』 (1935)所収。
(6) 河上「マルクスの労働価値説」， 1922ー 23,河上『社会問題研究』 40の29,41の29。
著作集第10巻 (1964),pp. 313, 335。
(7) 河上「マルクスの価値概念に関する一考察」， 1925,著作集第10巻所収。
(8) 河上の櫛田への大正13年12月30日づけの手紙。著作集第11巻 (1965), pp. 381一
383。
(9) 櫛田「マルクスの価値法則と平均利潤」1927,全集第2巻， pp.300-301,308, 310 
-311。
UOl われわれと同じ視角からではないが，河上の価値人類犠牲説に対する再評価が最近
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となえられつつあることが注目される。大内秀明「価値論論争」，越村・石原•古
沢共編『資本論の展開』 (1967)p.92を参照。
皿 大島雄一氏は，価値法則を，商品生産の法則ではなくて社会の物的再生産を支配す
る一般法則と見て，その内容を労働時間の規制法則，労働配分の法則および労働節約
の法則の三つにわけて説き，このような社会発展の「自然法則」たる価値法則が，資
本主義社会や社会主義社会においていかに具体的に展開されるかを追求している（大
島『価格と資本の理論』， 1965)。この大島氏の業績や，マルクスの労働価値説の根底
には真の費用＝労働支出論という彼独特の経済原則論がよこたわっていることを検出
するとともに，この経済原則論には，有限濫の諸ストックの充用という問題が無視さ
れているという批判を提起した城座和夫氏のつぎの論稿は，われわれがこの課題にと
りくんでゆく上に重要な労作であろう。城座「労働価値説と経済原則論」，『経済と経
済学』（東京都立大学経済学部）第20号，1967。
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